
 

 

太子水道事業に係る大阪広域水道企業団 水道事業給水条例施行規程を

公布する。  

平成 29年３月 31日  

大阪広域水道企業団  

企業長  竹山  修身  

大阪広域水道企業団管理規程第 21号  

太子水道事業に係る大阪広域水道企業団 水道事業給水条例  

施行規程  
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第１章  総則  

（趣旨）  

第１条  この規程は、別に定めがあるもののほか、太子水道事業（大阪

広域水道企業団水道企業条例（平成 23年大阪広域水道企業団条例第２

号）第３条第２項第１号イに定める太子水道事業をいう。以下同じ。）

に係る大阪広域水道企業団水道事業給水条例（平成 29年大阪広域水道

企業団条例第２号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項

を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この規程の用語の意義は、条例の定めるところによる。  

第２章  給水装置工事  

（給水装置工事の申込み）  

第３条  条例第 10条第１項の規定による申込みは、給水装置工事 申込書

（別記様式）を提出することにより行わなければならない。  

２  前項の申込みをしようとする者（以下「工事申込者」という。）は 、

給水装置工事が次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ企

業長と協議し、承認を得なければならない。  

(1) 貯水槽水道の設置を必要とするとき。  

(2) 配水管等の布設を伴うとき。  

(3) その他企業長が協議を必要とするとき。  

（利害関係人の同意書等の提出）  

第４条  企業長は、条例第 10条第２項の規定により、次の各号のいずれ

かに該当するときは、当該各号に定める書類の提出を求めるものとす

る。  



 

 

 

(1) 他人の土地を通過して給水装置を設置するとき  当該土地の所有

者の承諾書  

(2) 他人の給水装置から分岐して給水装置を設置するとき  当該給水

装置の所有者の承諾書  

(3) その他特別の理由があるとき  利害関係人の同意書又は工事申込

者の誓約書  

２  前項各号に掲げるもののほか、企業長が必要と認めるときは、工事

申込者に対し、当該申込みに係る建築物の確認通知書等の提示を求め

ることがある。  

（給水装置工事の施行範囲）  

第５条  条例第 11条第１項に規定する給水装置工事の施行の範囲は、次

に掲げるとおりとする。  

(1) 給水栓まで直接給水するものにあっては、給水栓まで  

(2) 貯水槽水道を設けるものにあっては、貯水槽水道への給水口まで  

２  前項第２号に掲げる場合においては、貯水槽水道以下の設計図面を

併せて提出しなければならない。  

（給水装置の構造及び材質）  

第６条  給水装置は、給水管、分水栓、止水栓、給水栓、水道メーター

（以下「メーター」という。）等をもって構成する。ただし、企業長

がその必要がないと認めるときは、その一部を設けないものとする。  

２  給水装置には、メーターボックスその他付属用具を備えなければな

らない。  

３  給水装置は、逆流を防止することができ、かつ、停滞水を生じさせ

るおそれのない構造でなければならない。  

４  給水管は、企業団の水道以外の水管その他水が汚染されるおそれの

ある管又は水に衝撃作用を生じさせるおそれのある用具若しくは機械

と直結させてはならない。  

５  給水管には、配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプを直

結させてはならない。  

（給水管及び給水用具の指定）  

第７条  条例第 13条の規定による指定及び同条第２項の規定による指示

は、企業長が別に定めるところによる。ただし、道路管理者の掘削許

可又は占用許可に特記条件等がある場合は、当該特記条件等によるも

のとする。  

（給水の方式）  

第８条  給水の方式は、次に掲げるとおりとする。  

(1) 直結直圧方式（配水管の水圧のみで、給水栓まで直接給水する方

式をいう。）  

(2) 貯水槽水道（配水管からの水を貯水槽に 受けた上で、当該貯水槽

から給水する方式をいう。）  



 

 

 

２  前項各号に掲げる給水の方式は、給水装置ごとに水の使用量及び使

用箇所等を勘案し、企業長が決定する。ただし、次の各号のいずれか

に該当する建築物及び箇所において給水装置を使用し、又は所有する

ときは、貯水槽水道とする。  

(1) ３階以上の建築物。ただし、企業長が必要でないと認める場合を

除く。  

(2) 一時に多量の水を使用する箇所  

(3) その他企業長が必要と認める箇所  

（給水管の口径）  

第９条  配水管の取付口における給水管の口径は、当該給水装置による

水の使用量その他の事情を考慮して企業長が定める。  

（設計審査）  

第 10条  条例第 11条第２項の設計審査は、第３条第１項の申込書に基づ

き、条例第 12条に規定する給水装置の構造及び材質の基準並びに条例

第 13条に規定する給水管及び給水用具の指定、施行方法等の基準への

適否を確認することをいう。  

２  指定給水装置工事事業者（以下「指定事業者」という。）は、条例

第 11条第２項の設計審査を受けるため、第３条第１項の申込書に設計

図を添えて、企業長に提出しなけれ ばならない。  

（工事検査）  

第 11条  条例第 11条第２項の工事検査は、前条第１項に規定する基準等

に適合した申込書に基づく施行の適否を確認することをいう。  

２  指定事業者は、条例第 11条第２項の工事検査を受けるため、工事 竣
しゅん

工後速やかに別に定める申請書を企業長に提出しなければならない。  

３  指定事業者は、工事検査の結果補修を求められたときは、指定され

た期間内にこれを行い、改めて工事検査を受けなければならない。  

（無償譲渡）  

第 12条  条例第 14条の規定により工事申込者の費用負担で施行した給水

装置工事について、配水管への取付口から敷地境界線までの給水装置

並びに止水栓及びメーターの装置は、当該給水装置工事の工事検査後

に企業団に無償で譲り渡すものとする。  

（工事費の算出方法）  

第 13条  条例第 15条第３項の工事費の算出に関し必要な事項は、次に掲

げるところによる。  

(1) 材料費は、使用材料の数量に企業長が別に定める材料単価を乗じ

て得た額とする。  

(2) 労力費は、原価計算基準（昭和 37年大蔵省企業会計審議会公表）

に定める賃金額とし、実際の作業時間又は作業量に賃率を乗じて計

算する。  

(3) 道路復旧費は、道路管理者が定める額とする。ただし、企業長が



 

 

 

仮復旧工事をする場合は、これに要する実費額を加算する。  

(4) 間接経費は、必要な事務に要する費用とし、前３号に掲げる費用

の合計額に 100分の 10を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた額）とする。ただし、企業長は、

その額により難いと認めるときは、乗率を減ずることがある。  

（工事の変更及び取消し）  

第 14条  工事申込者は、給水装置工事の変更又は取消しをしようとする

ときは、直ちに企業長に届け出なければならない。  

２  条例第 16条第１項の規定により工事費の概算額を納期限までに前納

しないときは、給水装置工事の申込みを取り消したものとみなす。  

３  前２項の規定による給水装置工事の変更又は取消しにより生じた損

害は、工事申込者の負担とする。  

第３章  給水  

（メーターの設置等）  

第 15条  メーターは、次の各号のいずれかに該当するときに設置する。  

(1) 専用給水装置又は共用給水装置ごとに１個とする。ただし、企業

長が給水及び建築物の構造上特に必要と認めるときは、１の建築物

に２個以上のメーターを設置することがある。  

(2) 貯水槽水道を設けるものについては、貯水槽水道ごとに１個とす

る。  

２  条例第 21条第１項の保管者は、メーターの設置場所にその点検又は

その機能を妨害するような物件を置き、又は工作物を設けてはならな

い。  

３  前項の規定に違反したときは、保管者に原状回復を命じ、履行しな

いときは企業団が施行し、その費用を保管者から徴収するものとする。  

４  企業長が必要と認めるときは、メーターの設置場所を変更させるこ

とがある。  

（給水装置及び水質の検査の請求）  

第 16条  条例第 24条第２項の規定により、特別の費用の実費額を徴収す

るときは、次に掲げるときとする。  

(1) 給水装置について、その構造、材質若しくは機能又は漏水につい

ての通常の検査以外の検査を行うとき。  

(2) 水質について、色及び濁り並びに塩素の残留結果に関する検査等

飲料の適否に関する検査以外の検査を行うとき。  

２  企業長が検査の必要がないと認める相当の理由があるときは、検査

の請求を拒むことがある。  

第４章  料金及び加入金  

（用途の適用基準）  

第 17条  条例第 25条第３項の用途の適用基準は、次のとおりとする。  



 

 

 

用途  適用基準  

一般用  家庭における日常生活の用に供するもの  

１  会社、工場、寮、娯楽場、食料品店、旅

館、料理店、飲食店、事務所、倉庫、その

他の店舗で営業を目的とするもの  

２  他の用途に該当しないもの  

湯屋用  大阪府浴場経営許可基準（平成 17年 11月 1日

施行）における一般公衆浴場の許可基準を満

たす浴場（大阪府浴場経営許可基準施行前に

公衆浴場法の適用を受けていた公衆浴場及

び旅館業法の適用を受けていた宿泊施設の浴

場を含む。）の用に供するもの  

植木用及び工事仮設用  営業の用に供するもののほか企業長が必要と

認めるもの  

（料金算定の端数処理）  

第 18条  条例第 28条の規定による使用水量の計量において、メーターの

指示量に１立方メートル未満の端数があるときは、その端数を次回の

計量に繰り越すものとする。  

２  条例第 28条第１項の規定により使用水量を各月均等とみなしたとき

に、１月当たりの使用水量に１立方メートル未満の端数が生じたとき

は、前月分の端数を切り上げるものとする。  

（使用水量の認定基準）  

第 19条  条例第 29条の規定による使用水量の認定は、次の各号に掲げる

使用実績のいずれかを基礎として行う。  

(1) 当月の使用実績及び前５か月の使用実績  

(2) 前年同期間の使用実績  

（資料提出の請求）  

第 20条  条例第 25条第３項の用途の適用、条例第 29条の規定による使用

水量の認定等について企業長が必要と認めるときは、給水装置の使用

者（以下「使用者」という。）に資料の提出を求めることがある。  

（料金の徴収方法）  

第 21条  条例第 33条の規定による料金の徴収は、納入通知書に基づく払

込み又は口座振替の方法による。ただし、企業長が特に必要と認める

ときは、その他の方法によるものとする。  

（概算料金）  

第 22条  条例第 34条の概算料金の額は 70,000円とする。ただし、企業長

が必要と認めるときはこの限りでない。  

（宅地造成業者等から徴収する加入金）  

第 23条  宅地造成業者等から徴収する加入金については、承認した建築



 

 

 

予定戸数についてメーター口径別の加入金の合計額を徴収するものと

する。  

２  宅地造成業者等は、当初計画した建築予定戸数又は口径に変動があ

ったときは速やかに企業長に届け出るとともに不足する加入金を遅滞

なく納付しなければならない。  

３  宅地造成業者等の建設する分譲住宅に係る加入金については、事前

協議により給水の承認をしたときに納付させることがある。  

（料金の減免）  

第 24条  料金について、条例第 44条の特別の理由があると認めるときは、

次に掲げるときとする。  

(1) 地下漏水その他発見が困難であると企業長が認めた漏水で、当該

漏水箇所を修繕した事実が証明されたとき。  

(2) 公共の消防活動の一端として使用したもので、消防署長の証明そ

の他使用した事実が確認されたとき。  

(3) その他企業長が特に必要があると認めるとき。  

２  前項に定めるもののほか、料金の減免に関し必要な事項は、企業長

が別に定める。  

（加入金の減免）  

第 25条  加入金について、条例第 44条の特別の理由があると認めるとき

は、次に掲げるときとする。  

(1) 専用給水装置で給水を受けていた者が移転のため専用給水装置を

廃止し、太子水道事業の給水区域内の移転先に専用給水装置の設置

申込みをするとき。  

(2) その他企業長が必要と認めるとき。  

２  前項に定めるもののほか、加入金の減免に関し必要な事項は、企業

長が別に定める。  

第５章  貯水槽水道  

（簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理及び自主検査）  

第 26条  条例第 46条第２項の規定による簡易専用水道以外の貯水槽水道

の管理及びその管理の状況に関する検査は、次に定めるところによる

ものとする。  

(1) 次に掲げる管理基準に従い、管理すること。  

ア  水槽の掃除を１年以内ごとに１回、定期に行うこと。  

イ  水槽の点検その他有害物、汚水等によって水が汚染されるのを

防止するために必要な措置を講ずること。  

ウ  給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により供

給する水に異常を認めたときは、水質基準に関する省令（平成 15

年厚生労働省令第 101号）の表の上欄に掲げる事項のうち必要なも

のについて検査を行うこと。  

エ  供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知ったとき



 

 

 

は、直ちに給水を停止し、かつ、その水を使用することが危険で

ある旨を関係者に周知させる措置を講ずること。  

(2) 前号の管理に関し、１年以内ごとに１回、定期に給水栓における

水の色、濁り、臭い及び味に関する検査並びに残留塩素の有無に関

する水質の検査を行うこと。  

第６章  雑則  

（委任）  

第 27条  この規程に定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事

項は、企業長が別に定める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この規程は、平成 29年４月１日から施行する。  

（太子町との水道事業の統合に伴う経過措置）  

２  この規程の施行の日前に、太子町上水道事業給水条例施行規程を廃

止する規程（平成 29年太子町水道事業管理規程 第 15号）の規定による

廃止前の太子町上水道事業給水条例施行規程（平成 10年太子町水道事

業所規程第２号）その他の水道事業に関する規程（以下「町規程等」

という。）の規定によりなされた申込み、手続その他の行為は、この

規程中にこれに相当する規定がある場合には、当該規定によりなされ

たものとみなす。  

３  町規程等の様式により作成した用紙は、当分の間、所要の調整をし

た上、この規程の様式により作成した用紙として使用することができ

る。  



 

 

給 水 装 置 工 事 申 込 書  

大阪広域水道企業団企業長  様  

受 付 番 号  ※  
申 込 日  年   月   日  
種 別  新 設 ・ 改 造 ・ 撤 去  
用 途  仮設・一般・（  用） 

建 築 確 認  有  ・  無  

 大阪広域水道企業団水道事業給水条例第 10条第１項の規定により給水装
置工事を下記のとおり申し込みます。  
１  給水装置の使用に当たっては、大阪広域水道企業団水道事業給水条例及
びこれに係る規程等を遵守し、異動が生じたときは速やかに届出を行いま
す。  

２  太子水道事業指定給水装置工事事業者に対して、給水装置工事の申込手
続及び施行並びに納付金に係る事務等を委任します。  

申 請 地  太子町  

申 込 者  フリガナ  〇印  電話    （   ）  

 フリガナ  〇印  電話    （   ）  

指定給水装置工事事業者  給水装置工事主任技術者  
指 定 番 号   免状 番 号   

住  所  
氏  名          〇印  

 電話   （   ）     

住  所  
氏  名             〇印  

電話   （   ）        

お客様  
番号  

※ －
－－  

水  栓
番 号  

※  
メ ー タ ー 口
径 及 び 番 号  

※  
  ㎜  

―  

承 認 日  ※    年   月   日  承 認 連 絡 日  ※    年   月   日  

開 栓 日  ※    年   月   日  竣 工 日  ※    年   月   日  

道路等  
占用  

※  許可日    年   月   日  ・  許可番号  第     号  

土地通過（使用）承諾書  
 申請者に対し、私が所有す
る土地に給水管を埋設・使用
することを承諾します。  

土地所有者         
住  所           
氏  名         〇印  

誓   約   書  

 本申込書における給水装置については、下
記の理由から水圧不足や出水不良等の可能性
を認識しており、使用に支障が生じた際は 全
て当方にて処理解決いたします。  

申込者            
氏  名          〇印  

給水管分岐承諾書  
 申請者に対し、私が所有す
る給水管から分岐使用するこ
とを承諾します。  
給水管所有者       

     
住  所           
氏  名         〇印  
水栓番号（      ）   

 

（理由）  

 

 

別記様式（第３条第１項関係） 



 

 

 

給水装置工事の申込条件  

１  申込みに要する費用は、企業長の指定す
る日までに納めてください。指定する日ま
でに納付がない場合は、工事申込みを取り
消したものとして取り扱います。  

２  他人の所有又は管理に係る土地、給水管
等の分岐使用、埋設管通過等により後日問
題が起こっても、全て当事者間で解決する
ものとします。  

３  所有権、使用権等の譲渡、承継等に際し
ては、申込者の責任において申込条件及び
本申込書記載内容を第三者へ継承するもの
とします。  

４  工事完了後、配水管取付口から敷地境界

線までの給水装置並びに止水栓及びメーター

の装置は、当該工事の工事検査後に企業団に

無償で譲り渡すものとします。  
５  緊急止むを得ない場合や改良工事等によ
る給水制限・停止・断水又はその他の原因
で水が濁り損害を生じた場合の損害賠償等
はできないものとします。  

６  企業団による給水停止等の止水行為につ
いては、分水栓又は敷地内の止水栓閉栓に
より執行します。  

７  異動又は変更等が生じたときは、速やか
に届出等の手続を行ってください。  

（付近見取図）  

（メーター位置図） 
Ｎ  

納付金等関係欄  納 付 金 額  請求年 月日  
納 入 年
月 日  

確 認  備 考  

加 入 金      

 

設 計 審 査 手 数 料      

工 事 検 査 手 数 料      

給 水 材 料 負 担 金      

掘 削 申 請 事 務 手 数 料      

道 路 復 旧 費      

概 算 料 金      

工 事 事 業 者 指 定 手 数 料      

指 定 料 交 付 手 数 料      

合 計      

水道料金納入者  

  住  所               〒  

  氏  名         〇印     電話番号    （   ）  

上記のとおり承認し
てよろしいか  

  

決

裁 

水 道 技 術
管 理 者  

所 長   

   

※  記入不要  

別記様式（第３条第１項関係） 


